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あらまし

　我が国のODAにおいて「官民協力」の需要が
高まりつつある現在、開発分野において半世紀
以上の専門性と経験を有する開発コンサルタン
トへの見直しが必要である。しかしながら、欧
米に比べ、我が国では開発コンサルタントへの
認知度が低いのが現状である。ODAのより良い
今後の在り方を考えるならば、現場主義を重視
し、その現場で展開される専門的知識や技術の
向上と開発プロジェクトによる実施効果を追求
しなければならない。その上で開発コンサルタ
ントは大きな役割を果たす存在なのである。
　本稿では、まず、開発コンサルタントとはど
ういった業界なのかということを明らかにする
ため、日本の開発援助において開発コンサルタ
ントが関わってきた背景とODAプロジェクトに
おける開発コンサルタントの位置づけについて
考察していく。その後、開発コンサルタントの
重要性について、ODAプロジェクトにおける開
発コンサルタントの業務の重要性と近年高まり
つつある「官民協力」における開発コンサルタ
ントに対するニーズの視点から議論を展開させ
てゆく。そして、開発コンサルタントが現在抱
えている問題に着目し、ODAに携わる開発コン
サルタントの現状を明らかにする。最後に、本
稿における研究の結果を開発コンサルタントの

今後の展望について織り交ぜつつ本稿の締めく
くりとする。

₁．はじめに

　2007年10月、「『新しい日本のODA』を語る会」1

において「『新しい日本のODA』マニフェスト
―国際協力を変える30の提言―」が発表された。
このマニフェストの大きな基軸の一つとして

「オールジャパンによる戦略と政策立案・実施
体制を築く2」という目標が掲げられた。これに
伴って、司令塔としての海外経済協力会議3・行
政機関の関係省庁・実施機関のJICA（国際協力
機構）/JBIC（国際協力銀行）といったこれま
でのODA運営の主体であった三構造から、近年、
開発援助現場において重要なプレーヤーとなり
つつある企業・大学・NGO等の「民間・国民」
を視野に入れた四構造によるオールジャパン体
制によって今後のODAに取り組むという方向性
が認識され始めた。
　このように現代では、官民協力のもとODAを
展開させていく方向性が強まっており、NGOや
NPO、大学、民間企業との連携の必要性が叫ば
れている。しかしながら、同じ民間である「開
発コンサルタント」はODA予算の削減4等によ
り非常に厳しい環境に置かれており、その開発
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 1   「『新しい日本のODA』を語る会」は政界17名、マスコミ11名、産業界５名、NGO13名、学界14名、官界28名、実施機関37名の
総勢120名を超えるメンバー参加のもと構成されており、これまで日本のODAが抱える課題の整理と日本のODAが今後目指すべ
き方向性についての議論を行ってきた。

 2  真田陽一郎「『新しい日本のODA』マニフェストが問う大競争時代のODA像」『国際開発ジャーナル』，１月号，2008年，10頁。
 3   平成18年４月、日本の海外経済協力（政府開発援助・その他政府資金及びこれらに関連する民間資金の活用）に関する重要事

項を機動的かつ実質的に審議し、戦略的な海外経済協力の効率的な実施を図るため、内閣に設置。構成メンバーとしては、総
理大臣を議長に、官房長官、外務大臣、財務大臣、経済産業大臣を常設メンバーとしている。（首相官邸『海外経済協力会議設
置の設置について（平成18年４月28日閣議決定）』参照。http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kaigai/konkyo.html）

 4   ODA予算は年々削減されており、過去５年間のODA予算（一般会計予算）の推移は以下の通りである。2007年度7,293億円（前
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分野における専門性やこれまでの経験が重視さ
れておらず、欧米に比べて日本ではあまり認知
された存在ではない。また、日本のODAによっ
てこれまで実施されてきたインフラ整備によっ
て、現地住民に対し環境社会的被害を与えてき
たことに対する開発コンサルタントへの批難も
見られる。しかし、戦後半世紀において援助受
入れ国側と日本の開発援助機関をつなぎ、現場
において援助案件の発掘・形成から実施までの
一連の援助業務において大きな役割を果たして
きたのは開発コンサルタントであり、最も現場
を熟知しているのも開発コンサルタントであ
る。ODAにおいて民間による官民協力が叫ばれ
ている中、半世紀以上の開発分野における専門
性と経験を有する開発コンサルタントの認知度
が低いことは非常に残念なことである。ODAの
より良い今後の在り方を考えるならば、現場主
義を重視し、その現場で展開される専門的知識
や技術の向上と開発プロジェクトによる実施効
果を追求しなければならない。その上で開発コ
ンサルタントは大きな役割を果たす存在なので
ある。
　本稿では、まず第２章において開発コンサル
タントとはどういった業界なのかということを
明らかにするため、日本の開発援助において開
発コンサルタントが関わってきた背景とODAプ
ロジェクトにおける開発コンサルタントの位置
づけについて考察していく。第３章においては、
開発コンサルタントの重要性について、ODAプ
ロジェクトにおける開発コンサルタントの業務
の重要性と、近年高まりつつある「官民協力」
における開発コンサルタントに対するニーズの
視点から議論していく。そして第４章では、開
発コンサルタントが現在抱えている問題に着目
し、ODAに携わる開発コンサルタントの現状を
明らかにする。最後に、終章においては、本稿
での議論をまとめつつ、新JICA設立に向けての
開発コンサルタントの今後の展望について考察
してみることにしたい。
　「開発コンサルタント」についてこれまでに
行われた研究は、各開発コンサルタント会社の
研究所によって作成されたプロジェクト・マネ

ジメントにおける現地での事例研究が多く、開
発コンサルタント業界のODAにおける役割と位
置づけ等の全体像を研究した文献は少ない。そ
の中でも、橋本（2005）5においては開発コンサ
ルタントの役割について全体像として捉えられ
ているが、開発コンサルタントが現在抱える問
題については触れられておらず、本稿はこの点
からも開発コンサルタントの研究分野において
新しい研究となるであろう。

₂．開発コンサルタントとは何か

₂.₁ 日本における開発コンサルタントの歴史

　日本の開発援助の発端は戦後賠償である。こ
の戦後賠償援助は、コンサルタント会社により
途上国政府に持ち込まれた開発プロジェクトを
日本政府が戦後賠償資金としてプロジェクトに
出資し、日本の企業が建設するという形態で実
施され始めた。この賠償援助において、特にダ
ム建設から大きな影響を与えたのが日本の開発
コンサルタントの創始者である久保田豊氏で
あった。
　敗戦後、日本へ引き揚げた久保田氏は1947年
に日本で初のコンサルタント会社として日本工
営株式会社を設立した。設立後は主に国内のプ
ロジェクトを請け負っていたが、戦時被災国の
復興・途上国の発展に携わる海外プロジェクト
に進出し始めた。こうした中、久保田氏は旧ビ
ルマ・ベトナム・インドネシア等を回り、ダム
建設が必要な土地を調査し、途上国政府に対し
建設計画書を提出するという活動を行ってい
た。しかし、ダム建設には莫大な資金が必要な
ため、途上国政府ではその資金調達が問題であ
り、日本からの賠償資金をダム建設にあてるこ
ととなった。そして、久保田氏が日本政府と途
上国政府の間を取り持ち、賠償交渉を通し、賠
償協定が締結され、途上国において日本の建設
会社による施工のもと賠償案件が展開されてい
くこととなった。このようにして、コンサルタ
ント会社が援助案件を発掘し、それを日本の建

年度に対する伸率▲4.0％）、2006年度7,597億円（▲3.4％）、2005年度7,862億円（▲3.8％）、2004年度8,169億円（▲4.8％）、2003

年度8,578億円（▲5.8％）。（外務省『政府開発援助（ODA）白書2003・2004・2005・2006・2007年度版』参照。）
 5   橋本強司「開発コンサルタントの役割」（後藤一美他編著『シリーズ国際開発第４巻　日本の国際開発協力』日本評論社， 2005年），

179 ～ 201頁。
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設会社が請け負うという援助実施における基本
的パターンが形成されていくこととなった。
　次に久保田氏は、これまで私的に実施してき
た案件発掘調査において今後政府からの助成を
引き出そうと政府への働きかけを行うと同時
に、開発コンサルタントの業界団体を組織する
方向へ乗り出した。こうした試みにより、各関
係省庁主導のもと業界団体6が次々と結成され、
開発コンサルタント業界は業界同士の連絡・情
報交換をスムーズにするヨコの関係、業界の結
束力をもって省庁等への政策提言を行うという
タテの関係を強化させるという役割を担ってき
た。1964年には、業界団体を束ねる（社）海外
コンサルティング企業協会（ECFA）（以下
ECFA）が旧通産省主導のもと設立され、開発
コンサルタントの育成、海外におけるODA案件
の発掘・形成を主な活動としている。
　以上のように、ここまで開発コンサルタント
とその業界団体の発展の歴史を少し追ってきた
が、冒頭でも触れたように、このような開発コ
ンサルタントという業種は日本ではあまり知ら
れていないのが現状である。これには開発コン
サルタントにおける歴史的事情が関連してい
る。ここで、その要因について少し触れておき
たい。
　戦後の日本において一般的に公共事業は役所
の直轄であった。これにより、役所と事業実施
者との間を中立的に調節するコンサルタントと
いう業種が存在しにくい状況にあった。しかし、
戦後復興が叫ばれ始め公共事業ラッシュを迎え
ると、これまで公共事業において絶対的であっ
た役所が事業の計画から施工・管理まですべて
の過程の実施を担うことが難しくなった。そこ
で、国内事業実施において事業計画から施工・
管理まで一貫して実施する欧米型の開発コンサ
ルタントが注目され始めた。しかし、実際日本
の開発コンサルタントの仕事は役所と事業実施
者との間を取り持つという理想的な姿からはか

け離れたもので、実際には役所の下請けであっ
た。その開発コンサルタントが近年ODAプロ
ジェクトの中枢を担うようになってきたのには
以下のような二点の理由が考えられている。第
一には、国内事業を開発コンサルタントに委託
し始めた役所には、事業実施の技術が乏しく、
まして途上国における知識や技術を持ち合わせ
ておらず開発コンサルタントに委託せざるをえ
なかったという点である。第二には、途上国に
おいて欧米型の事業実施が主流となっており、
その傾向に合わせた開発プロジェクトに対応す
るため、日本政府と援助受入国をつなぐ中立的
立場の開発コンサルタントが必要であったとい
う点である。しかし、ODAプロジェクトにおい
ても開発コンサルタントは実際には役所の下請
けという形式の業種となってしまっており、開
発コンサルタントが果たすべき理想的役割とは
およそかけ離れた役割を担っている。こういっ
た理由で、ODAプロジェクトにおいて重要な中
枢を担うはずの開発コンサルタントは、日本に
おいてはその知名度・社会的地位の位置づけが
低い。
　

₂.₂　�ODAプロジェクトにおける開発コ
ンサルタントの位置づけ

　
　まず、元来の日本のODAは冒頭で少し触れた
ように、主にODAの理念や戦略等の考案を担当
する司令塔としての海外経済協力会議、地域別・
国別援助政策において企画・立案を担当する行
政省庁としての外務省（その他の関係省庁：財
務省・経済産業省等）、そして実際に海外経済
協力会議や関係省庁において企画・立案された
プロジェクトを実施する機関であるJICA/JBIC

の三構造によって実施されてきた。この三構造
のうち、開発コンサルタントはJICA/JBICの援
助実施機関のもと、無償資金協力7・有償資金協

 6   旧建設省主導のもと1956年に（社）国際建設技術協会（IDI）、1963年に（社）建設コンサルタンツ協会（JCCA）が設立されて
いる。1973年には旧運輸省主導のもと（社）海外運輸コンサルタンツ協会（JTCA）が設立されている。また1975年には農水省
主導のもと（社）海外農業開発コンサルタンツ協会（ADCA）、1978年に（社）海外林業コンサルタンツ協会、1979年には（社）
海外水産コンサルタンツ協会が設立されている。

 7   無償資金協力とは、被援助国(開発途上国)等に返済義務を課さないで資金を供与(贈与)する形態の援助である。無償資金協力は
開発途上国の中でも所得水準の低い国を中心として実施されている。対象分野は、基本的には収益性が低く、借款で対応する
ことが困難な医療・保健、衛生、水供給、初等・中等教育、農村・農業開発等の基礎生活分野(Basic Human Needs: BHN)、環境
および人造り分野であり、当該国の生活水準の向上を目指すものである。（外務省『無償資金協力』より抜粋。http://www.mofa.

go.jp/mofaj/gaiko/oda/seisaku/keitai/musho/index.html）。
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力8（円借款）・技術協力9の三つの各スキームに
携わる。大まかな開発コンサルタントの位置づ
けと役割としては以下の通りである（図１参
照）。まず、発展途上国からの支援要請が日本
国政府に提出され外務省等の関係省庁において
援助の企画・立案が行われる。その内容が関係
省庁から援助実施機関であるJICA（無償資金協
力・技術協力の実施）・JBIC（円借款）に提出
され、JICAやJBICは開発コンサルタントと契約
を結ぶ。この契約を結ぶ際には、実施機関によ
るコンサルタント選定が行われ、原則としてす
べて競争入札となっている。またコンサルタン
トが入札に参加するためには実施機関において
事前に採用されているコンサルタントの登録制
度に登録しておかねばならない。こうして援助
プロジェクトとの専門性の合致、調査や施工に
おける計画書（プロポーザル）の綿密さが認め
られ選ばれたコンサルタントは実施機関との契

約を結ぶことができるのである。契約後は、計
画立案・設計・技術移転等のコンサルタントと
しての役割を引き受けていく。
　また近年の開発コンサルタントの協力分野は
多岐に渡り、地域総合開発や都市開発等を実施
する「地域総合・都市」、上水道や治水等の開
発を行う「水資源開発」、運輸・交通また道路
や鉄道等のインフラ建設を主とした「運輸・交
通」、建築・住宅開発を実施する「建築・住宅」、
農業・農村等の開発を行う「農林水産」、電力・
エネルギー等の開発を行う「産業開発」、公害
対策や環境保全等の開発を行う「環境」、教育・
人材育成・保健等の様々なソフト的開発を行う

「その他」の幅広い分野に分かれており、各開
発コンサルタントはその専門性にあった分野に
おいて業務を果たすのである。
　
　

 8   有償資金協力とは、わが国の場合、通常「円借款」と呼ばれる政府直接借款であり、低金利で返済期間の長い緩やかな条件（譲
許的な条件）で、開発途上国に対して開発資金を貸付ける形態の援助である。援助としての借款の基本的な役割は、その国の
開発のために必要な国内資源を補完することにある。したがって、借款をどのような分野に供与するかは、相手国の経済構造、
政府の開発計画および国内開発資金配分政策によって異なる。（外務省『有償資金協力』より抜粋。http://www.mofa.go.jp/mofaj/

gaiko/oda/seisaku/keitai/enshakan/index.html）。
 9   技術協力（プロジェクト）は、JICAの「専門家の派遣」「研修員の受入れ」「機材の供与」という３つの協力手段（協力ツール）

を組み合わせ、一つのプロジェクトとして一定の期間に実施される事業である。運営上のポイントとして、①途上国現地のオー
ナーシップを重視した共同作業を中心に実施する②現地に適した技術協力を実施する③制度改革と組織強化への配慮を心がけ
る④大局的な視点からのプロジェクト実施を心がけるという４つの視点を重視した技術協力が実施されている。(JICA INFO-Site

『技術協力プロジェクト』参照。http://www.jica.go.jp/infosite/schemes/tech_pro/index.html)。

 

開発途上国 ①援助要請 
日本政府 
(司令塔：海外経済協力会議) 
(関係省庁：外務省等) 

②要請に基づいて

企画・立案した案件

の実施要請 

実施機関 

(JICA：無償資金協力・技術協力) 

(JBIC ：円借款) 

③契約 

(選定：競争入札) 
開発コンサルタント 
・計画・立案 

・設計・技術移転 

④案件
実施 

図１：ODAにおける開発コンサルタントの位置づけ
（出典：筆者作成）
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₃．ODAにおける開発コンサルタントの重要性
　
　ここまで、日本における開発コンサルタント
登場の歴史とODAプロジェクトにおけるその役
割について述べてきたが、本章では、この開発
コンサルタントが今なぜ日本のODAに必要なの
かという開発コンサルタントの重要性について
二つの視点から考察するとともに、ODAプロ
ジェクトにおける開発コンサルタントの業務に
ついてさらに深く見ていきたい。
　

₃.₁　ODAにおけるプロジェクト・サイクル

　ODAプロジェクト実施における開発コンサル
タントの業務の重要性について考察する前に、
まずODAプロジェクトにおけるプロジェクト・
サイクルについて触れておきたい。
　ODAプロジェクトが実施されるにあたり、そ
のプロジェクトが計画され実施されるまでの流
れを「プロジェクト・サイクル10」と呼ぶ。こ
のプロジェクト・サイクルは無償資金協力・円
借款・技術協力の各スキームに分かれており、
JICA（無償資金・技術協力担当）/JBIC（円借
款担当）の実施機関のもと展開されていく。こ
のODAプロジェクトにおける大まかなプロジェ
クト・サイクルの仕組みとしては、プロジェク
トの①発掘・形成②開発調査（計画調査）③設
計④実施という流れで展開されていく。
　まずプロジェクトの「発掘・形成」段階では、
途上国において援助を供与するのに適した案件
を見つけ出す作業から始まる。この段階におい
て重要なことは、援助受入れ国の現地に赴き、
地域住民・政府機関・NGO・政策決定者等の各
ステークホルダーの声を聞き、その国に必要且
つ、効果と持続性を確保できるようなプロジェ
クトを発掘することである。しかし、ODAプロ
ジェクトにおけるこの案件発掘作業は、通常、
各実施機関が途上国の日本大使館・領事館・
JICA現地事務所等を通して行うのであるが、こ
れらの在外公館や事務所職員は様々な業務を抱
えているため、案件発掘作業に集中することが
難しい状況にある。また、援助が必要な途上国
には、これらの日本の在外公館やJICA現地事務

所が設置されていない国もあるため、さらに発
掘調査が困難となるといった問題がある。
　次に「開発調査（計画調査）」段階では、まず、
プロジェクト実施において作成される長期的計
画、つまり「マスタープラン（M/P :Master 

Plan）」（以下M/P）が作成され、その中から優
先すべきプロジェクトが選定される。そして、
選定されたプロジェクトの「技術的健全性」「経
済的実行可能性」「財務的妥協性」「環境的持続
性」11の視点からプロジェクトが実施可能かどう
かを調査する「フィージビリティー調査（F/S :

Feasibility Study）」（以下F/S調査）が実施される
ことによって、次段階である「設計」につなげ
られてゆく段階である。
　次に、プロジェクト実施の前段階である「設
計」である。この段階は、前段階で行われたF/

S調査により実施が確定されたプロジェクトの
（施工における）資金手当ての決定から始まり、
一般的に資金手当ての決定から施工業者の入札
に向けての入札書類作成までの過程を「詳細設
計（D/D :Detailed Design）」（以下D/D）段階と
呼ぶ。そうして入札書類が完成されると、プロ
ジェクト実施段階における施工業者が入札され
る。
　最後にプロジェクトの「実施」段階である。
この段階は、本格的にプロジェクトが実施され
ていき、施工業者による施工作業が行われる段
階である。
　このように、「発掘・形成」「開発調査（計画
調査）」「設計」「実施」のプロジェクト・サイ
クルを通してODAプロジェクトは実施されてい
く。

₃.₂　�プロジェクト・サイクルからみる開発コ
ンサルタントの業務の重要性

　以上のようなODAプロジェクトにおけるプロ
ジェクト・サイクルを踏まえた上で、ここから
は、プロジェクト・サイクルの各段階における
開発コンサルタントの役割とその重要性につい
て述べていきたい。
　まず、ODAプロジェクトの「発掘・形成」段
階においては、前述したような忙しい途上国の

10   鷲見一夫『ODA援助の現実』，1989年，40頁。
11  コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，８頁。
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日本大使館・領事館・JICA現地事務所等に代わ
り、開発コンサルタントが途上国での現地調査
を通して、途上国において必要なプロジェクト
を発掘するという上で大きな役割を果たす。し
かし現実には、日本では開発コンサルタントが
ODAプロジェクトの上流段階であるこの案件形
成調査を受注できる率はまだまだ低いのが現状
であり、実際にはこの段階においては関係省庁
官僚やJICA職員調査団の派遣による官主導の調
査が主流である。加えて、官主導の調査では時
間的制約がつきまとい十分な調査ができないと
いう問題を抱えながらも、今なお官主導の案件
形成が主流となってしまっている。開発コンサ
ルタントが実際に提供している技術サービス別
にみても「案件形成調査」の受注率は全体の
16.4％ 12（平成18年度数値）と低い割合である13。
そのため、途上国において援助が必要且つ援助
供与にふさわしい案件を発見した開発コンサル
タントは、直接、現地途上国政府に発掘した援
助案件をもちかけ、途上国政府がこれに興味を
示せば、プロジェクトの計画書を作成し、途上
国政府より日本政府へ要請させるという手段を
とるコンサルタントも存在する。

　次に「開発調査」段階であるが、この段階に
おいても開発コンサルタントは、不備欠陥のな
いプロジェクトを実施するため、事前に念入り
な調査を行うという点で重要な役割を有してい
る。その業務の大まかな流れは以下のようなも
のである（図２参照）。まず、各実施機関の選
定入札において契約を結んだ開発コンサルタン
トは「調査計画」をたてる。この段階において
決めることは①調査内容②調査スケジュール③
要員計画④相手政府便宜供与14である。次に「現
地調査」が行われる。この調査では、①資料収
集分析②踏査③社会経済調査④自然環境・資源
調査15が行われ、この調査によって現状把握・
問題点や課題の確認が行われる。次に、現地調
査で得た資料をもとに「開発目標の設定」を行
う。ここでは、①目標年次②社会開発目標③経
済開発目標④対象分野開発目標16が設定される。
これらの目標が設定されたところで追加現地調
査を行い、この調査をもとに「全体開発計画」
を立てる。ここでは、①セクター別開発計画②
社会経済環境評価③M/P策定④優先プロジェク
ト選定17等の計画が立てられる。そして最後に、
Pre-F/S調査として詳細調査が行われ、その調査

12  （社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，11頁。
13   しかもこの数値は技術サービス別の「その他」の項目の数値であり、「その他」として案件形成調査の他に事前調査や評価調査

等も含まれており、実際には「案件形成調査」の受注率はさらに少ないと思われる。
14  同上，148頁の表より。
15  同上。
16  同上。
17  同上。
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図２：「開発調査（計画調査）業務」の流れ
（出典：コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，８頁の図８－１を元に作成。）
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をもとに、選定された優先プロジェクトのF/S

調査が行われることによりプロジェクトの実施
が確定する。またこれらの「調査計画」から

「F/S調査」に至る全ての過程でレポートを作成
し、援助受入れ国政府との協議が行われ、それ
らのコメントをもとに次段階へと展開させてい
く。以上のような「開発調査」は、コンサルタ
ントが実際に提供している技術サービス別に見
ると、全体の21.3％ 18（平成18年度数値）を占め、
二番目に受注率が高い状況である。
　次に「詳細設計」段階であるが、この段階に
おいても開発コンサルタントは、プロジェクト
実施に向けての綿密な設計を立てる上で、また
入札において優秀な施工業者を選定する上で大
きな役割を担っている。この段階の開発コンサ
ルタントの業務における大まかな流れは以下の
ようなものである（図３参照）。まず、実施機
関からの資金手当てが決まると、その資金提供
機関のガイドラインに従いコンサルタントが選
定される。選定されたコンサルタントは、前段
階で実施されたF/S調査から得た資料・報告書・
データをもとにレビューを行い設計業務に着手
する。次に、F/S調査の補完調査を行う。これは、
F/S調査を行った前段階において、プロジェク
トの実施可能性を判断する程度の調査しか行わ

れておらず、実施（施工）に伴い発生するリス
クについてまで分析されていないので、これら
のリスク分析を含めF/S調査を補完する意味合
いをもつ調査である。補完調査が完了すると、
次は本題のD/Dに入る。ここでは実施（施工）
における設計図面・技術仕様書・数量明細書等
の作成が行われる。そしてこれらをもとに施工
業者の入札書類が作成される。この入札書類は
①入札案内書②入札書③契約条件④仕様書⑤数
量明細書⑥入札（設計）図面⑦入札保証書19か
ら構成されている。
　入札書類が完成すると、次はプロジェクト実
施段階における施工業者の入札であるが、この
入札業務における開発コンサルタントの仕事は

「入札管理業務」であり、コンサルタントは直
接入札の決定権はもたないものの、業務をサ
ポートする形で参加する。この業務はプロジェ
クトを成功させる上で、安心して施工を任せる
ことができる問題のない業者を選定する上で重
要な業務である。入札管理業務の大まかな流れ
としては以下のようなものである（図４参照）。
ま ず、「 事 前 入 札 資 格 審 査（P/Q :Pre-

Qualification）」（以下P/Q審査）が日本の新聞、
国際的に知られた新聞・雑誌、援助受入れ国の
新聞等に公示される。次に応札者のP/Q審査が

18  （社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，11頁。
19  コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，230頁。
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図３：「詳細設計業務」の流れ
（出典：コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，229頁の図12－１より作成。）
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行われるのであるが、ここでは各応札者の①過
去十年程度の会社経験（プロジェクトを満足に
施工した実績・経験）②プロジェクト・マネー
ジャーおよび工事責任者、機械担当マネー
ジャー等の主要技術者の経験③使用設備・機械
計画（工事を実施する上での能力）④財務能力

（プロジェクトを実施する上での財務的能力）20

の事項を審査する。そしてこの審査を通過した
応札者が本入札に進むことができる。よって、
入札管理業務においてP/Q審査は施工能力やマ
ネジメント能力に問題がなく信頼できる施工業
者を初期段階で選び抜くという点で極めて重要
な過程である。P/Q審査以下の過程では、本入
札に向けての入札公示と開札が行われ、「入札
審査」が行われる。ここでは、プロジェクトに
おける全体の工費、単価の妥当性、施工計画（工
程、機械・材料・要員等の資源計画）、施工従
業者の経験・能力・体制21等が詳細に審査され、
審査された内容は施主側機関と融資機関に報告
される。その後、施主側機関と落札業者との「契
約交渉」が行われる。コンサルタントは交渉に
立会い、設計当事者として、また施工管理者と
して責任をもってこの技術交渉に積極的に参加
し、契約合意の仲介を行う。そして両者間で契
約が合意され、「契約調印」となり、次の段階
であるプロジェクトの「実施」段階へと繋がっ
ていく。以上のような「詳細設計」は、コンサ
ルタントが実際に提供している技術サービス別

に見ると、全体の7.5％ 22（平成18年度）の受注
率である。
　最後にプロジェクトの「実施」段階であるが、
ここでの開発コンサルタントの仕事は「施工管
理業務」であり、プロジェクトを成功させるた
め施工業者の施工作業に問題がないか監修・管
理するといった点で重要な役割を有している。
まず国際プロジェクトの場合、施工実施におい
て発注者・施工業者・コンサルタントの「三者
方式23」による施工実施の枠組みが形成される。
この「三者方式」の仕組みは以下のようなもの
である（図５参照）。この方式では、発注者が
施工業者と建設における契約を結ぶ際に、発注
者は同時に開発コンサルタントとも役務契約を
結ぶことによって、コンサルタントに施工業者
を監修・監理させる仕組みである。この仕組み
によって開発コンサルタントは発注者に代わ
り、工程管理・工事費管理・品質管理・安全管理・
契約管理24等の施工管理業務を担うのである。
また、当然、施工業者への支払いにおいても、
コンサルタントによる承認がなければ発注者か
ら支払われることはない。この仕組みをODAプ
ロジェクトとして見ると、発注者はJICA/JBIC

の実施機関ということになる。このように、プ
ロジェクトの実施段階においても開発コンサル
タントの活躍がみられ、施工業者の施工作業に
おいて施工工程・工事費・資材の品質・安全・
契約の視点から厳しく管理することによって、
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図４：「入札（管理）業務」の流れ
（出典：コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，240頁の図12－３より作成。）

20   同上、241 ～ 242頁。
21   同上、９頁。
22   （社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，11頁。
23   コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，10頁。
24   同上。
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プロジェクトを成功させるためのモニタリング
機能が働いているのである。以上のような「実
施」段階における「施工管理業務」は、コンサ
ルタントが実際に提供している技術サービス別
に見ると、全体の13.2％ 25（平成18年度）の受
注率である。しかし、技術サービスにおいて最
も多い受注率を獲得しているサービスは前述し
た「詳細設計」と「施工管理」の両サービスを
一貫して提供する「設計施工」サービスであり、
受注率は全体の26.1％を占めている。
　ここまで、援助プロジェクトの各段階におけ
る開発コンサルタントの業務について述べてき
たが、プロジェクトにおけるいずれの段階にお
いても開発コンサルタントの力が必要であり、
コンサルタントなしではプロジェクトの実施は
困難である。ODA援助プロジェクトの実施にお
ける開発コンサルタントの役割として、案件の
発掘・形成、調査計画の立案・現地調査・開発
目標の設置等を通した開発調査、プロジェクト
実施に向けての施工設計、施工業者の入札管理、
施工業者の施工作業の監視等を挙げてきたが、
これらの業務はいずれも、これまで最前線の現
場において活躍してきた開発分野における専門
知識と技術を養ってきた開発コンサルタントで
あるからこそ果たせる役割である。従って、こ
れからのODAプロジェクトの実施段階におい

て、コンサルタントによる案件発掘能力、調査
能力、マネジメント能力、モニタリング能力・
設計能力等の能力を学びとり、開発コンサルタ
ントという存在にもっと焦点を当てていく必要
がある。

₃.₃　�ODAプロジェクトにおける「官民協力」
への開発コンサルタントの需要

　ODA予算削減の一途をたどる近年の日本で
は、冒頭でも少し触れた通り、ODAプロジェク
トにおける「官民協力」の必要性が積極的に議
論され始めており、その関心度は高まりつつあ
る。本項目では、企業（開発コンサルタントも
含む）・NGO/NPO・大学等のあらゆる民間アク
ターのODAプロジェクトへの参加協力の可能性
とその過程における開発コンサルタントの果た
す重要な役割について述べていきたい。
　ODA予算が削減されている一方で、グローバ
ル経済の進展が著しい近年では民間企業による
途上国開発へのインパクトが大きくなりつつあ
る。これは、民間企業の「社会的責任制度（CSR: 

Corporate Social Responsibility）」（以下CSR）の
推進による社会貢献が大きく影響している。こ
のような民間企業のCSRは、多国籍化の進展に

25   （社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，11頁。
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建設契約 役務契約 

図５：「施工管理業務」における「三者方式」
（出典：コーエイ総合研究所『国際開発コンサルタントのプロジェクト・マネジメント』，2003年，10頁の図１－２より作成。）
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伴い発生してきた社会に対する様々な環境・社
会的被害等企業の負のインパクトへの批判の高
まりと共に考慮されるようになった。そして、
この批判の高まりと共に、企業の行動への監視
の必要性が高まり、企業自身もその社会的責任
を無視することができなくなり、各企業独自の
社会的責任への遵守事項を設定することによっ
て、消費者や株主に公表する動きが高まって
いった。こうして企業によるCSRの認知度が高
まり始めたわけであるが、この社会的責任の遵
守によって各企業のブランドイメージを向上さ
せる目的としてビジネスの場においてCSRを積
極的に推奨する企業も多くなっている。このよ
うに、グローバルに展開する企業にとってもは
や途上国援助は無縁ではなく、援助機関と企業
との協力によって開発援助を推進する可能性を
見出すことができる。
　このような民間企業と援助機関の連携の仕組
みは、現在アメリカの「米国国際開発庁（USAID: 

US Agency for International Development）」（以下
USAID）による取り組みである民間セクターと
の連携によって開発援助を実施する「PSA

（Private Sector Alliances）プログラム26」に顕著
に見られる。このプログラムの下、USAIDでは
2001年に民間セクターのもつノウハウ・資金の
動 員 を 目 的 と しGDA（Global Development 

Alliance）事務局を開設した。GDAとは、民間
セクターとUSAIDによって途上国における開発
課題を共同(出資)によって発見し、特定の課題
解決を特定の期間内に実施することに合意した
上で、その合意事項に基づきUSAIDと民間セク
ターの資源・財源を相互に提供しあうというビ
ジネスモデルである。このUSAIDや民間セク
ターからの資源・財源の提供は、直接現金を提
供する場合や、製品や人材等を提供する場合も
ある。こうして開発プロジェクト実施への基盤
が形成されるのである。しかし実際には、プロ
ジェクト実施段階において、多くの企業等の民
間セクターでは資金や製品・人材を提供しても
それらをどのように利用していいのかわからな
いというセクターが多い。そこで開発の専門家
である開発コンサルタントや開発NGO等の実施

団体の力を借りることによってプロジェクトを
遂行してもらうのである。この実施段階では、
コンサルタントやNGOは資金提供者との実施契
約に基づいてプロジェクトを実施させる。言わ
ば、これらの実施団体がUSAIDと民間セクター
との間に入って、ブローカー的役割を果たし、
プロジェクト実施に向けての具体的な案件形成
を行う。以下にGDAのメカニズムを表した（図
６参照）。
　このようなGDAのプロセスを通じて、USAID

は民間セクターから資金・製品・人材・プロジェ
クト実施の際の専門能力を獲得する。一方、民
間企業においては途上国におけるビジネス上の
課題に関わる開発課題解決への能力や技術を得
ることができ、すべての民間セクターにおいて
は開発課題解決に向けてUSAIDから各セクター
の情報を得ることができる。これによって企業
とコンサルタントやNGO等のプロジェクト実施
団体間のネットワークが形成され、今後の途上
国開発にも活かされるというわけである。以上
のように、USAIDでは、USAIDを中心とし、民
間セクター (企業)・プロジェクト実施団体（コ
ンサルタント・NGO）の連携によって開発援助
が実施されている。資金面において制約のある
政府援助では補いきれない広範囲に渡る援助課
題への対処において、民間から資金・人材・開
発ノウハウを得ることは援助プロジェクトに必
要な資金を獲得する上で非常に効率がよい。ま
た幅広い様々なセクターの参加によって知恵を
出し合うことによって開発援助の質も向上する
のではないか。ODA予算の減少傾向が続く中、
日本のODAにおいても導入していくべき仕組み
である。
　以上のように、官民協力の可能性について
USAIDにおけるGDAの仕組みを例に述べてきた
が、日本において官民協力を実施する上で肝心
なことは、この官民協力のプロセスにおいても、
プロジェクト実施段階において開発コンサルタ
ントが必要であり、大きな役割を担っていると
いうことを認識することである。省庁実施機関
と民間セクター（企業）による連携を結び援助
を実施していくには、プロジェクト実施段階に

26   USAIDが2001年から開始した民間セクターとの連携によって開発課題に取り組むプログラムである。資金的に制約のある政府
援助では広範囲にわたる援助・課題の対処が不可能なため、企業・投資家・NGO・財団・慈善活動家・大学等のあらゆるアクター
の協力の下活動を実施している。これまで400件以上のアライアンスが1,500以上の異なる民間セクター間で組まれており、合計
60億ドル以上(USAID：14億ドル、民間セクター：46億ドル)が投資されている。（「民間セクターと連携して開発を行う『PSAプ
ログラム』」『国際開発ジャーナル』，３月号，2007年，61頁より参照。）
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おける専門的技術や能力が必要であるというこ
とをUSAIDの取り組みから学ぶ必要がある。
　これらの官民協力によるプロジェクト実施団
体として、開発コンサルタントと同じく開発
NGOについても触れてきたが、ここで日本の
NGOの現況について少し述べておきたい。現在
の日本のNGO団体はその資金・組織の持続にお
いて限界があるようである。実際に、国際開発
ジャーナルによる「2006年日本のNGO（民間援
助団体）による開発援助実施調査27」（アンケー
ト調査）を見てみると、まず2006年度の364団
体の援助活動実績（資金源ベース）は約400億
円であり、その「資金源の内訳」（図７参照）
としては、「①政府や自治体などからの委託金

（援助事業すべて、または一部の委託）を受け
ているNGO団体」は全体の13％（400億円のう
ち約52億円の配分）にあたる。「②政府や自治
体などからの補助金を受けているNGO団体」は
全体の３％（約13億円の配分）にあたる。「③
助成財団や基金からの補助金を受けているNGO

団体」は全体の６％（約23億円の配分）にあたる。

「④国際機関や海外の政府・団体からの助成金
を受けているNGO団体」は全体の５％（約22億
円の配分）にあたる。そして最後に、「⑤寄付・
会員会費・事業収入等により自己資金で援助を
実施しているNGO団体」は全体の73％（約290

億円の配分）と、ほとんどのNGO団体が自己資
金で援助を実施している。しかし、その資金規
模は極めて小さいのが現実で、全体的に資金不
足である団体が多い。
　また、「活動資金規模」（図８参照）で日本の
NGOを見てみると、活動資金が１億円以上であ
るNGO団体は42団体で全体の12％にあたる。04

年・05年の同調査と比べると両年とも37団体で
あり、06年で若干増加している。1,000万円～ 1

億円未満のNGO団体は78団体で全体の21％にあ
たる。04年・05年の同調査ではそれぞれ86団体・
85団体であり、06年で若干減少している。また
100万円～ 1,000万円未満のNGO団体は111団体
で全体の31％にあたる。04年・05年の調査では
両年とも107団体であり、06年でほぼ横ばいで
ある。１円～ 100万円未満のNGO団体は48団体

27   国際開発ジャーナルが外務省からの委託を受け、2007年６月から７月にかけて実施した調査。調査対象は、日本に拠点があり、
開発途上国の住民・コミュニティ・行政・NGO等に対し技術協力・資金協力・物資協力・研修生受入れ・教育・調査・日本国
内で国際協力等を行うなどの日本全国のNGO団体1,278団体を対象としており、実際にアンケートによる有効回答が得られたの
は364団体であった。従ってこの364のNGO団体の回答を基に実施された調査である。なお364団体の内訳は本稿15頁「表１」を
参照。（真田陽一郎「日本のNGOを活動資金から読み解く」『国際開発ジャーナル』，９月号，2007年，８～９頁参照。）
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図６：GDAメカニズム
（出典：実川幸司｢開発援助における企業との連携の可能性<上>｣『国際開発ジャーナル』，11月号，2007年，33頁の図３を元に作成。）
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で全体の13％にあたる。04年・05年の調査では
それぞれ54団体・55団体であり、06年でほぼ横
ばい。最後に、活動資金が0円の団体は85団体
と多く、全体の23％を占めている。ここで最も
注意すべき点であるのが活動資金０円のNGO団
体である。活動資金０円団体の04年・05年の調
査を見るとそれぞれ48団体・57団体であり、06

年と比較すると大幅に増加している。
　こういった活動資金０円団体が増加している
理由としては以下の点が考えられる。一点目と
して、過去には途上国向けの援助を実施してい
たが、現在は国内向けの活動に特化するように
なったという場合である。これは、資金不足に
より活動資金が限られているため０円で実施で

任意団体 168 

特定非営利活動法人 111 

財団法人 58 

社団法人 17 

社会福祉法人 3 

公益信託 2 

宗教法人 2 

その他（学校法人・

特殊法人・労働組

合など）

3 

合計 364 

資金源の内訳

13%
3%
6%

5%

73%

（1）政府や自治体などから
の委託金
（51億8,238万586円）

（2）政府や自治体などから
の補助金
（12億7,379万4,221円）

（3）助成財団や基金から
の補助金
（23億1,804万8,067円）

（4）国際機関や海外の政
府・団体からの助成金
（21億9,293万2,692円）

（5）自己資金（寄付や会員
会費）
（289億9,620万6,572円）

表１：アンケート回答団体内訳

図７：NGOの活動資金源の内訳
（出典：真田陽一郎「日本のNGOを活動資金から読み解く」『国際開発ジャーナル』，９月号，2007年，８～９頁の表・図１より作成。）

活動資金規模でみる団体の分類

12%

21%

31%

13%

23%
1億円以上（42団体）

1,000万円～1億円未満
（78団体）

100万円～1,000万円未満
（111団体）

1～100万円未満（48団体）

0円（85団体）

図８：NGOの活動資金規模
（出典：真田陽一郎「日本のNGOを活動資金から読み解く」『国際開発ジャーナル』，９月号，2007年，９頁の図２より作成。）
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きるような国内活動に特化せざるをえないとい
う状況にあるためである。二点目としては、団
体代表者の都合により活動自体を休止している
という場合である。これは、活動者の病気・多忙・
高齢化等によって活動を休止せざるをえない団
体が増えているということである。またその他
の理由としては、個人単位のNGO活動を実施し
ている活動者が日本ではまだまだ多いという現
実も資金の限られた０円資金援助しか実施でき
ないという要因に関連している。
　このように見てみると、日本のNGO団体は前
述した通り、活動資金を十分に獲得できていな
い状況にあり、また活動資金０円団体の増加に
伴い、NGO団体は資金的・組織的問題を抱えて
おり、援助活動自体を持続させることができな
い状況にあることがわかる。そうすると、途上
国に赴きODAプロジェクトを実施するにあたっ
て、日本のNGOのみで実施することには限界が
ある。このように考えると、プロジェクト実施
段階には、企業としての資金力・組織の強さ・
実施における専門性を有する開発コンサルタン
トのリード・協力が必要なのである。こういっ
た視点から考えても、官民協力において開発コ
ンサルタントの存在の重要性が浮き彫りにされ
るだろう。
　以上、ODAプロジェクトにおける官民協力の
可能性とその実施過程における開発コンサルタ
ントの必要性について述べてきた。ここからは、
この官民協力が実際に行われている事例を紹介
していきたい。
　これから紹介する官民協力の事例は、プロ
ジェクト実施機関であるJICAを中心に、大学と
開発コンサルタントがそれぞれ「学術としての
知識」と「開発としての知識」を提供し合うこ
とによってプロジェクトを実施している事例で
ある。このプロジェクトは、インドネシアのジャ
ワ島中部に位置するガジャマダ大学を対象に実
施されている技術協力プロジェクトであり、大
学の研究ノウハウの質を向上させることによっ
て大学を地域開発の主要拠点としていくという
目的によって2006年７月～ 2009年３月まで実施
される。このプロジェクトを実際に担当してい

るのは、プロジェクト実施機関であるJICAを中
心に、九州大学と開発コンサルタントのアイ・
シー・ネット（ICネット）であり、民間協力の
もと実施されている。まず、このプロジェクト
における九州大学の役割は「研究支援」であり、
土木・建築・化学工学・機械工学・電気電子・
地質工学・測地工学・物理工学８学科の研究分
野において九州大学のサポートのもと研究技術
を高めることとされている。一方、ICネットの
役割は業務調整などの本プロジェクトにおける

「マネジメント」である。また、プロジェクト
の中には、大学における調査研究活動と地域に
おける産業との地域連携を目的とし、「研究・
コミュニティーサービスセンター（LPPM）」を設
けているものもあり、その中の組織の一つとして

「学生コミュニティー・サービス（KKN）28」(以
下KKN)を担当する課が設置されている。この
課の運営に対して、ICネットは学生の地域連携
活動をサポートする企画の推進・総括・実施・
評価等を行っている。
　このように、日本の技術協力において、開発
コンサルタント（ICネット）と大学（九州大学）
の「開発の知識」と「学術の知識」を提供しあ
うことによって、インドネシアの大学の研究ノ
ウハウを向上させ且つ大学と地域との連携を結
び地域の活性化へと貢献している。このような
官民協力の下、それぞれの分野における専門性
や技術・知識を活かし融合することによってま
た新たな援助形態が開発されており、官民協力
における開発コンサルタントのニーズが期待さ
れ始めているのではないだろうか。

₄．開発コンサルタントが抱える今日の課題
　
　第３章において、日本のODAにおける開発コ
ンサルタントの重要性について、日本のODAプ
ロジェクト実施におけるコンサルタントの需要
と、今後の官民協力へのコンサルタントの需要
の二点から考察してきた。本章では、開発コン
サルタントが現在直面している問題について二
点取り上げ考察していく。

28   KKNは1970年代初めにガジャマダ大学の教授の提案によりスタートしたプログラムであり、大学の学生に対して地域の実情を
理解させることを目的としたプログラムである。今ではこのプログラムは国家レベルにまで達し、全国に広がっている。当プ
ログラムの活動内容は、大学４年次のすべての学生を大学が指定した各地域に派遣し、７～８月間の約８週間、住み込みで各地
域における住民のニーズに応える各種活動を行うという内容である。
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₄.₁　開発コンサルタント業界の経営危機

　現在、開発コンサルタント業界における問題
として、ODA予算削減から来る報酬単価の引き
下げによるコンサルタントの経営危機が挙げら
れる。この問題の主な要因として考えられるの
が、ODAプロジェクト１件あたりの受注額の削
減、コンサルタント要員の直接人件費(報酬)の
削減と稼働率の低下である。
　まず、ODAプロジェクト１件あたりの受注額
の削減により何が問題となるのかについて述べ
ておきたい。開発コンサルタント業界において
案件受注の大部分を占めるのがODAプロジェク
トであり、ODAからの受注割合は80％を超える

（表２参照）。表２は、開発コンサルタント業界
が受注するすべての案件の受注総額とODA以外
の受注額を比較し、ODA以外の受注が占める割
合を示した表である。この表から、開発コンサ
ルタントの総受注額に対して、いかにODA以外
の受注率が低いかということがわかるととも

に、いかに開発コンサルタント業界にとって
ODAプロジェクトの受注は重要な経営・業務上
の柱であるかということが認識できる。
　このような状況下にある開発コンサルタント
にとって、１件あたりのODAプロジェクト受注
額の削減はコンサルタントの売り上げや収支に
影響を与えており、各開発コンサルタント会社
において経営問題となっている。過去５年間の
１件あたりの受注額推移を見てみると、平成14

年には8,000万円あった１件あたりの受注額が平
成16年には一気に5,900万円に減少し、平成17年
度に減少の歯止めがかかったものの増加するこ
となく平成18年度においても横ばい状態である

（表３参照）。
　１件あたりの受注額が減少したところで、受
注件数の増加によって補うことができれば何ら
問題はないのではないかと思われるところであ
るが、ODAプロジェクトの受注をコンサルタン
ト業務の大きな柱としているコンサルタントに
とっては、その経営において大問題なのである。
　次に、コンサルタント要員の直接人件費（報

年度 受注総額（億円）=A ODA以外の受注額
（億円）=B

ODA以外の受注が
占める割合（B/A）

14年度 599.4 45.9 7.7%

15 年度 572.5 81.5 14.2%

16 年度 498.2 77.3 15.5%

17 年度 587.1 82 14%

18 年度 603.4 98 16.2%

表２：開発コンサルタントのODA以外からの受注動向

（出典：（社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，５頁より作成。）

年度 １件あたりの受注額（億円）

14年度   0.8

15 年度 0.66

16 年度 0.59

17 年度 0.65

18 年度 0.65

表３：１件あたりのODAプロジェクト受注額推移

（出典：（社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，４頁より作成。）
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酬）の削減による経営危機について述べていく。
まず、ODAプロジェクトにおいて開発コンサル
タントへの案件要請が最も高いJICA29の平成
18・19年度「コンサルタント契約における直接
人件費」を比較してみる。平成18年から19年に
かけて直接人件費をコンサルタント要員の格付
け（等級）30ごとに見ると、第１号級から第４号
級にかけて減少傾向が見られ、全体的にコンサ
ルタント要員の直接人件費は削減されている

（表４参照）。
　また、特に最も減少率が高いのが第３号級で
あり、18年度と比較して19年度では4.6％の減少
である。この３号級に属する要員は、大学卒業
後の業務経験年数が十年以上（格付けの基準は
あらかじめ設定されており、JICAでは３号級は
大卒後13 ～ 17年、JBICでは大卒後12 ～ 14年と
設定されている。）の一定以上の経験を積んだ
プロジェクト実施において現場で最も主流を担
うクラスであり、人材的にも最も層が厚いクラ
スである。31これらの点から見ても、このクラ
スの直接人件費の削減によって開発コンサルタ

ントの収益に大きな痛手を与えている。
　一部の有識者からは、コンサルタントの直接
人件費が削減されても「いまだ十分な金額では
ないか」という指摘もある32が、要員の稼働率
の低下を考慮すると、この問題はそう単純な問
題ではない。コンサルタントの要員はプロジェ
クト実施のため現地に赴き業務に従事するが、
多くの開発コンサルタント会社ではその要員の
稼働率は平均して５ヶ月という現状にある33。
つまり、残り７ヶ月は「ノン・アサインメント
期間34」となり、国内・海外における何らかの
仕事に従事しなかった場合、この間の収益は大
幅に下がってしまう。このように、直接人件費
単価の削減に要員の稼働率低下が合わさること
によって開発コンサルタント業界の経営危機は
さらに深刻になるのである。
　以上のように、１件あたりの受注額の削減、
直接人件費の削減と稼働率の低下により開発コ
ンサルタントは今や経営危機を迎えている。実
際に、海外業務に従事しているコンサルタント
企業の７～８割以上が赤字を抱えている状況で

29   平成18年度の資金出所（JICA/JBIC/無償資金）別受注額を見ると、JICA241.1億円、JBIC184.7億円、無償資金42.6億円とJICAか
らの案件要請が最も多いことがわかる。（「資金出所別受注額の推移」（社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティ
ング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，４頁より。）

30   コンサルタント要員の格付け（等級）は大学卒業後の業務経験年数などが主な基準となっている。各等級によって担当分野も
異なり、１号級は、全体方針の策定等のプロジェクトにおける最重要部分を総括する。２号級は、プロジェクトにおいて特殊な
知識や技術を伴う高度で専門的な業務を担当する。３号級においては、現地事情に応じてその専門知識や技術を高度に応用す
る業務を担当する。４号級は、３号の業務のうち高度な専門知識や技術を伴わない業務を請け負う。５号級においては、プロジェ
クトにおける設計・施工管理・機材の調達等のプロジェクトにおける基盤整備を請け負う。最後に６号級は、５号業務のうちの
簡易な作業を担当する。

31   和泉隆一「報酬単価切り下げで経営問題さらに深刻化」『国際開発ジャーナル』，６月号，2007年，23頁。
32   「稼働率の低下も経営問題の大きな要因に」『国際開発ジャーナル』，８月号，2007年，19頁。
33   同上。
34   同上。

格付け
平成 18年度
基準月額（円）
（上限）

平成 19年度
基準月額（円）
（上限）

前年度比
（平成 18年度に対する
19年度基準月額比）

1号 1,060,000 円 1,028,000 円 △ 3％

2号 926,000 円 916,000 円 △ 1％

3号 802,000 円 766,000 円 △ 4.6％

4号 624,000 円 606,000 円 △ 2.9％

5号 518,000 円 520,000 円 横ばい

6号 430,000 円 442,000 円 2.7%

表４：JICAコンサルタント契約における直接人件費

（出典：JICA『平成18年度・平成19年度コンサルタント契約における直接人件費について』より作成。）
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ある35。この経営危機に対する打開策として、
開発コンサルタント業界では人件費の削減に
よって社員の給与を下げる等の荒療治策を実施
しなければならない状況に陥っている。このよ
うな苦しい状況から、現在の開発コンサルタン
トの仕事は「きつくて、収入が低い36」という
印象が強まっており、プロジェクト実施において
途上国現地で業務を展開するという重要な役目を
有するはずのコンサルタントへの魅力は低下して
いる。また、この経営危機問題と業務への魅力度
の低下から、経験豊富なコンサルタント要員が他
職種へ転職する傾向も強まっている37。こういっ
た問題は、開発コンサルタント業界の人材確保・
育成問題にも影響を与えており、開発コンサル
タント業界の発展を阻害している要因とも言え
よう。

₄.₂　�コンサルタント選定における再公
示案件の増加

　
　次に、現在開発コンサルタントが直面するも
う一つの問題として、コンサルタントの選定に
おける問題について述べていきたい。
　現在、ODAプロジェクトのコンサルタント契
約の選定段階において「再公示案件」が目立つ
ようになっている。この「再公示案件」とは、
JICA等のプロジェクト実施機関によるコンサル
タント選定において一度公示された案件が、何
らかの事情によって受注者を決めることができ
ず、再度公示にかけられるということである。
この再公示案件の増加からプロジェクト実施の

遅れなどの影響がでてきている38。実際、JICA

における平成15 ～ 18年度の公示・再公示案件
の件数を見てみると、平成15年から16年にかけ
て再公示案件数が大幅に増加し、17年度には多
少減少したものの、18年度には再び増加してい
ることがわかる。また各年度の公示・再公示案
件とその合計を対比させると、各年度とも少な
くとも１割以上が再公示にかけられている（表
５参照）。
　このような毎年１割以上の再公示案件によっ
て、プロジェクトの開始が遅れ、開発コンサル
タントにとっては開始が遅れた分予定よりも短
時間で業務を完了させなえればならないなど、
プロジェクト実施において円滑な業務の遂行に
支障をきたしている。
　コンサルタント選定における再公示案件が増
加している要因として、JICA側は以下の点を挙
げている39。第一にコンサルタント側からのプ
ロポーザル（プロジェクト実施の計画書）の提
出がないこと、第二に応募はあってもそのコン
サルタント側の業務経験や専門性と一致せず合
格ラインに達しないこと、第三にコンサルタン
ト側との契約交渉が折り合わないこと、最後に
治安上の問題や援助受入れ国政府の事情によっ
てプロジェクト実施の予定時期通りにプロジェ
クトを開始することが困難であるといった問題
を挙げている。
　一方、再公示案件が増加している理由として
受注する側の開発コンサルタントは以下のよう
に主張している40。第一に公示案件が年度末な
どのコンサルタントの稼働率が最も高く忙しい
特定時期に集中しており、コンサルタント側は

35   和泉隆一「報酬単価切り下げで経営問題さらに深刻化」『国際開発ジャーナル』，６月号，2007年，23頁。
36   同上，24頁。
37   同上。
38   玉懸光枝「JICAのコンサルタント選定に何が起きているのか」『国際開発ジャーナル』，３月号，2007年，８頁。
39   同上。
40   同上。

公示 /再公示 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年

公示 913件 1315 件 1160 件 1276 件

再公示 114 件 235 件 156 件 194 件

合計 1027 件 1550 件 1316 件 1470 件

表５：JICA平成15年～ 18年度公示・再公示件数

（出典：玉懸光枝「JICAのコンサルタント選定に何が起きているのか」『国際開発ジャーナル』，３月号，2007年，９頁の表より作成。）
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他のプロジェクトの完成業務と精算業務などと
重なり応募できない状況にあること。第二に出
された公示に記載されている業務指示が不明確
で、その業務に適した人材を確保することがで
きない状況にあること。その上、業務指示を遂
行する上で求められている要員の資格水準の多
くが大卒後13 ～ 18年といった高いキャリアが
求められている点においても人材確保が困難と
なっている。最後に、前述したようなコンサル
タント報酬単価の削減によって、ODAプロジェ
クトから引き揚げるコンサルタント企業が増加
していることが再公示案件の増加の要因として
挙げられる。実際、平成14年～ 18年度における
過去五年間の開発コンサルタントにおける

「ODA以外の受注が占める割合41」（表２参照）
の推移を見ると、平成17年度に若干減少してい
るものの、数値は年々上がってきている。つま
り、コンサルタント企業はODA以外のプロジェ
クト事業受注に少しずつ移行し始めているとい
うことである。以上のような三つの理由によっ
て開発コンサルタントは、公示への応募ができ
ない・プロポーザルが提出できない・条件に適
した人材が確保できない・単価削減により敢え
てODAプロジェクトに応募しないといった問題
を抱えている状況である。
　このように、コンサルタント選定における再
公示案件は、プロジェクト実施機関側とプロ
ジェクトを受注するコンサルタント側の相互が
抱える問題が要因となって増加している。従っ
て、実施機関側とコンサルタント側の両者の抱
える課題を考慮しつつ、コンサルタント契約を
行う必要がある。また特に、JICA等のODAプロ
ジェクト実施機関は貴重なODA実施プレーヤー
を失わないように、プロジェクトを受注する側
の実状を十分考慮したコンサルタント選定の制
度を構築していく必要がある。
　

₅．おわりに
　
　本稿は、我が国においてその認知度が低い開
発コンサルタントが、ODAプロジェクト実施に
おいて非常に重要な援助実施プレーヤーである
ということを検証するとともに、その開発コン
サルタントの現状を認識するため、コンサルタ

ントが現在抱える問題について考察することが
目的であった。そのため、まず、開発コンサル
タントという業種を明らかにするため、日本の
開発コンサルタントの歴史・開発コンサルタン
トのODAプロジェクトにおける位置づけについ
て取り上げた。その後、ODAのプロジェクト・
サイクルから開発コンサルタントが担う重要な
業務、また近年注目されつつあるODAの「官民
協力」への開発コンサルタントの需要を取り上
げ、ODAにおける開発コンサルタントの重要性
について考察した。そして、コンサルタントが
現在抱える問題について「経営危機」と「再公
示案件の増加」の視点から更に考察を加えてき
た。
　このように、本稿では主に開発コンサルタン
トの役割とその重要性について考察してきた
が、ODAプロジェクトのプロジェクト・サイク
ルにおいて、開発コンサルタントの案件発掘・
各種調査・マネジメント・モニタリング・設計
能力等が大いに活用されていること、また近年
注目されつつあるODAの「官民協力」の実施に
おいても、官と民を結びまた資金的・人材的に
不足している日本のNGOと協力し、援助実施に
おける専門的知識や技術を提供していく上で開
発コンサルタントの需要が高いことを考慮する
と、ODAにおいて開発コンサルタントが果たす
役割がいかに重要であるかが見えてくる。しか
しながら、開発コンサルタントの地位は未だに
役所の下請け業種という色彩が強く、その認知
度は低いのが現実である。そのため、現在開発
コンサルタント業界はODA予算削減の対象とな
り、報酬単価引き下げによる経営危機を迎えて
いる。こういった問題は開発コンサルタント業
界のみに影響する問題ではない。経営危機に直
面する開発コンサルタントがODA以外のプロ
ジェクトに移行し始め、重要なODA援助実施プ
レーヤーを失ってしまうという大きな問題に結
びつくのである。よって、このような問題をよ
く認識した上で、今後のODA改革を進めていく
必要がある。
　最後に、2008年10月にはODA援助実施機関で
あるJICAとJBICの統合によって「新JICA」が設
立される。この「新JICA」では、技術協力・無
償資金協力・有償資金協力のスキームごとに個
別に実施されていたODAプロジェクトの「発掘・

41   （社）国際建設技術協会『平成18年度　海外コンサルティング業務等受注実績調査　報告書』，平成19年８月作成，５頁。
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形成」段階における調査や「開発調査(計画調査)」
を統合・改編し、新たに「協力準備調査」を設
定する方向である。この「新JICA」によるODA

プロジェクトにおける上流業務の見直しは、上
流業務から一貫してODAプロジェクトに関わる
ことを望む開発コンサルタント業界にとって、
業界を発展させていく大きな改革の一つとなる
のではないだろうか。
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